俱知安町障害者就労支援施設等からの物品等の調達方針
平成27年２月５日制定
第１  目  的
　  国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成24年法律第50号。以下「障害者優先調達法」という。）の調達の推進を図ることを目的として方針を定める。
第２  適用範囲
　　本方針は、町の全ての部局が発注する物品等の調達に適用する。
第３　調達の対象となる障害者就労支援施設等
　　調達の対象となる障害者就労施設等は、次に掲げる施設等であって、その所在地が町内にあり、かつ、物品等の調達が可能な施設等とする。
  １  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく施設等
（１）就労移行支援事業所

（２）就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）

（３）生活介護事業所

（４）障害者支援施設

（５）地域活動支援センター

（６）小規模作業所

２  障害者を多数雇用している企業

（１）障害者雇用促進法の特例子会社

（２）重度障害者多数雇用事業

３  在宅就業障害者等

（１）在宅就業障害者

（２）在宅就業支援団体

第４　調達の対象となる物品等
　  町の全ての部局が発注する物品等のうち、障害者就労施設等が供給できるものとす
る。
第５　調達目標と推進方策
　  調達可能な物品について、できうる限り障害者就労施設等から調達することを目標
  とし、関係部局に対しその推進に向けた働きかけを行うものとする。なお、本方針に

より、相当程度の合理性を有する基準と考えうる実績が達成された後、これを一層推
進すべく、具体的な調達目標を掲げ、実績とともに公表するよう努めるものとする。
